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課題名  4-1404 途上国での生物多様性と地域社会の相乗便益を目指したセーフガード策定

に関する研究 

課題代表者名 奥田 敏統 （国立大学法人広島大学 大学院総合科学研究科 教授） 

研究実施期間 平成26～28年度 

累計予算額   72,535千円（うち平成28年度：22,133千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

 

本研究のキーワード；熱帯林、森林減少・劣化、住民便益、二律背反、生物多様性 

 

研究体制 

（１） 生物多様性保全と地域社会の相乗便益に関する研究（国立大学法人広島大学） 

（２） 循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関係に関する研究（国立大学法

人京都大学） 

（３） 移動耕作―Agroforestry混在型農業地域における森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関

係に関する研究（国立大学法人東京大学）についてはサブ課題代表者の健康上、および実施体

制上の都合により26年度で離脱（研究遂行上の問題はないものとして了承済み）。研究内容に

ついてはサブ課題（２）、（４）で分担して実施した 

（４） 土地生産力や森林資源の時空間的変動が地域社会の便益に及ぼす影響（学校法人早稲田大学） 

 

研究概要 

１．はじめに（研究背景等） 

深刻化する熱帯域での森林減少・劣化を抑止するための温室効果ガス削減活動として2020年から開

始予定のREDD＋（森林減少･劣化由来の温室効果ガス削減活動）が注目を集めているが、その実施に当

たっては、生物多様性や先住民の権利への配慮が必要とされ、これらがセーフガードの重要項目として

盛り込まれている（COP16カンクン合意）。 

しかしながら、世界の遺存的生態系となった熱帯林とその生物多様性を保全するには、拘束性の弱い

温暖化対策の付加的措置としてのセーフガードではなく、むしろ当該地域で培われてきた循環型農業

と生物多様性の視点からの抜本的な保全対策を急ぐべきであり、例えば生物多様性条約の強化を目指

した、実効性の高い生態系保全のための「仕組み作り」こそが、喫緊かつ重要課題である。とはいえ、

自然資源への依存度が高い熱帯地域社会では、森林を巡る様々な利害関係が複雑に絡むため、一方的な

森林資源利用の制限や修復活動の押しつけは、リーケッジに代表される社会的混乱を助長する。端的に

は生物多様性保全は地域社会・住民の便益と拮抗する場合もあり得る。 

こうした背景から、申請者らは熱帯林を抱える途上国の農村社会の地域便益と生物多様性に着目し、

トレードオフを含む両者のバランスを維持・改善し自然資源を長期安定的に利用するためにはどのよ

うな施策が必要かという問いに対して科学的根拠に基づく定量的評価が可能な「基準・指標」設定を目

指した研究を早急に開始すべきと考えた。すなわち、本研究は生物多様性と地域便益が両立する「循環

型社会形成のためのセーフガード策定」を目的とするものである。得られた「基準・指標」に関する成

果は、至近的にはREDD＋などのセーフガードの確立とその効果的運用に十分な影響力を持つと考えた。 

 

２．研究開発目的 

本研究では、熱帯林を抱える途上国の農村社会の地域便益と生物多様性に着目し、両者の相乗効果

（便益）を醸成するためにはどのような施策が必要か、またそのための基準、指標は何かを明らかにす

ることを目的とする。その上で「循環型社会形成のための独自のセーフガード」を提案することを目指

す。研究対象は、未だ森林減少が緩和しないミャンマーとし、同国内のガバナンスの異なる幾つかのサ

イトを選定する。その上でこれらサイトでの要因（森林面積減少率、世帯収入、住民による生態系再生

活動、土地生産力等）とガバナンスとの関係を明らかにし、生物多様性保全による自律的再生能力が地

域社会の長期的な便益に対してどのような影響力を持ちうるかについて調査・分析を行う。サブテーマ

毎の目的を以下に記す。 

 

（１） 生物多様性保全と地域社会の相乗便益に関する研究 

 ミャンマーの森林－農耕地生態系において植物、動物群の多様性が「生態系の自律的復元力」の指

標としてどの程度有効に機能するかについて調査を行い、地域便益を担保するためにはこれらの生物
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多様性をどのレベルでまで保全すればよいのかを明らかにする。 

 

（２） 循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関係に関する研究  

ミャンマーの森林－農耕地生態系において地域住民の社会・経済的環境に関わる個別指標（リーダ

ーシップ、意思決定システム、土地利用タイプの選好性）を抽出し、それらが地域住民の長期的便益

にどのように影響を与えるかを明らかにする。 

 

（４） 土地生産力や森林資源の時空間的変動が地域社会の便益に及ぼす影響 

 ミャンマーの森林－農耕地生態系において、農地拡大、森林減少・劣化などの土地利用変化や土地

生産性の時空間的変動が地域社会の長期的便益とガバナンスにどのように関わっているかを明らかに

する。 

 

３．研究開発の方法  

（１）生物多様性保全と地域社会の相乗便益に関する研究 

調査対象とした保護林はミャンマーのほぼ中央部、バゴー山地に位置し、首都ネピトーから 20 km ほ

どしか離れていない（図(1)-1）。熱帯モンスーン気候下にある本地域にははっきりとした雨季と乾季

の差があり、年間降水量の 97％が集中する 5 月から 10 月の雨季と、ほとんど雨が降らない 2 月から 4

月の乾季に分けることができる。保護林で取られた 2013 年と 2014 年の気象データは、年平均降水量

が 1421ｍｍ、平均気温が 24.5℃であることを示している。 

 調査地の森林は政府により保護林の指定を受けているだけでなく、その一部はさらに、環境保全林業

省森林局により試験林にも指定されている。この試験林部分はミャンマー森林研究所により管理され、

1980 年前後にチーク（Tectona grandis L.）やピンカド（Xylia xylocarpa ROXB.）、ビルマカリン

（Pterocarpus macrocarpus KURZ.）などの林業的価値が高い木が植栽された。またタケ（Bambusa 

polymorpha Munro と Cepholostachyum pergracil Munro）が第二層によく繁茂していた。これら 2 種

のタケは住民にとって重要な林産物でもあり、Bambusa polymorpha の筍は食材にされるし、Bambusa 

polymorpha、Cepholostachyum pergracii とも稈が建材として利用されていた。試験林に指定された部

分は森林管理官により、植栽された樹木の政府以外による伐採がないように管理されていた。一方、試

験林外は自然更新により成立した二次林に覆われており、この部分には森林管理官による見回りはな

い。 

調査対象とした保護林はモシュエ村に隣接しており、保護林の境界まで水田が迫っていた。保護林の

ほぼ中央を車両の通行量が多い幹線道路が走っていた。住民は頻繁に保護林に入り、生活に必要な燃料

や資材、食料を得ていた。モシュエ村では、2014 年現在、計 403 世帯の住民が居住していた。村の歴

史は長く、英領植民地時代から開拓されていたようである。村の人口は現在も増加傾向にあるものの、

保護林指定地域を開墾することができないため農地は不足している。世帯の 50％ほどが農地を持ち、

立地条件や気象条件や作物の価格動向に従い栽培する作物を変えていた。また、牛、豚、鶏などの家畜

を飼育している世帯もある。農地を持たない住民は、農作業や建設現場の賃労働や、タケなどの森林資

源の採取で生計を立てている。なかには、国外に出稼ぎへ出るものもいる。この保護林を調査地に、① 

森林と生物多様性の状況に関する調査、②森林管理が森林と生物多様性に与える影響に関する調査、③

住民による林産物の利用に関する調査、④野生動物に関する調査、⑤タケ類の生物学的および社会学的

持続性に関する研究、⑥タケ類の更新適地に関するそれぞれの調査を行った。 

 

（２）循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関係に関する研究 

循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関係を明らかにするため、バゴー地

区の2サイト（モシュエ村とＳ村）において、地域社会の経済（収穫物、収入、市場との関連性）につ

いて個別（世帯、個人を対象）にヒアリングを行い、各世帯やcommunityの経済状況と農業および森林

資源の利用度などとの関連性について分析した。さらに高解像度衛星画像を用いてcommunity forest

を含めた村域全体の土地利用図を作成し、現地踏査と聞き取り調査で細部を確認した。これらの結果か

ら、多様性保全が地域社会の長期的便益にどのように影響を与えるか、さらに、住民の土地利用に対す

る選好が生態系の管理にどのように反映されているかを考察した。 
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図(1)-1 調査地としたミャンマー・バゴー地区の森林の位置。調査地は●で示されている。 

 

（４）土地生産力や森林資源の時空間的変動が地域社会の便益に及ぼす影響 

① 時空間的な土地利用変化の解明 

衛星データを用いて土地利用変化をモシュエ地区の土地利用の時間的な変遷を明らかにするとと

もに、森林を主なタイプに区分し、各森林タイプの炭素固定量を算定するため、森林バイオマス調

査地点を設計した。 

② 社会経済調査 

社会経済調査を通して森林減少・劣化のドライバーおよびエージェントを検出するとともに、森林

保全政策や活動を行うことで便益を損なわれる可能性のある住民グループを探った。 

③ バイオマス調査 

  衛星データから区分された森林タイプや社会経済調査での住民の森林利用に応じて調査プロット

を配置し、森林バイオマスを計測した。 

④ 住民の経済的便益としてのタケ資源を評価 

  住民への社会経済調査から、モシュエ地区ではタケ林が重要な経済資源であることが分かってき

たので、2年目、3年目の調査ではタケ資源やその販路、利用方法などを調査した。 

⑤ 住民の便益を定量的に評価する手法の開発 

  研究対象地のバイオマス調査から、森林構造は森林の管理目的によって異なることを明らかにし、

森林構造の複雑さとバイオマス、樹種数の関係を定量的に評価する手法を開発した。 

⑥ モシュエ地区の森林生態系の望ましい管理体系を考察 

  森林減少や劣化のドライバーとなる要因およびエージェントを明らかにし、森林減少・劣化を防止

するための管理体系を提案した。 

 

４．結果及び考察  

（１）生物多様性保全と地域社会の相乗便益に関する研究 

①  森林と生物多様性の状況に関する調査では、幹線道路沿いの植林地は、その立地条件から監視が行

き届き、しっかりと管理されているため政府の意に反して伐採されることが起こらない。しかし幹

線道路から離れると監視が行き届きにくくなり、こうした伐採を許すことを明らかにした。また、

後述するとおり、地域住民にとって重要な林産物であるタケは森林劣化が進むほど増える傾向が

あるが、同時に生物多様性を減少させる効果を持つことも明らかにできた。 

②  森林管理が森林と生物多様性に与える影響に関する調査では、保護林は典型的な6つの森林タイプ

（監視のある自然林、監視のない自然林、村から離れた自然林、管理プランテーション、放置プラ

ンテーション、タケサイト）に分けることができることが示せた。調査結果から、6つの森林タイ

プの特徴をまとめると、いずれの森林タイプにも一長一短があることがわかった。したがって、ど

れか一つの森林タイプが優占すればいいということではなく、これらのモザイク性を維持させる

ことが住民便益のためにも、生物多様性を含めた生態系サービスの高度発揮の為にも重要である
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と考える。 

③  住民による林産物の利用に関する調査では、住民は林産物を建材、薪炭材、食料、薬、飼料など様々

な目的で使用しており、検めて地域住民にとって林産物が欠かせない存在であることを浮き彫り

にすることができた。 

④  野生動物に関する調査においては、住民は23種の野生動物を利用しており、それにはレッドリスト

に絶滅危惧種、もしくは準絶滅危惧種として掲載されている7種を含んでいた。住民によれば、野

生動物は10年前に比べ減少しており、森林劣化による生息環境の悪化がこの大きな原因だと考え

られた。 

⑤  タケ類の生物学的および社会学的持続性に関する研究では、たとえ調査時点より採取量が増加し

たとしても、タケ類の個体群そのものは持続可能であり、生物学的な持続性評価では、どのような

利用圧下でもタケは地域絶滅することなく、持続的なことがわかった。一方で、採取量が調査時点

より増えた場合、両種とも採取数が50年後には現在の3割未満に大きく減少し、社会学的（経済学

的）には持続可能な利用法でないことが示された。同時に調査時点の採取圧下（平均採取率 B. 

polymorpha; 2.66 %、C. pergracile; 22.2 %）であれば、住民のタケの採取は持続可能であるこ

とが示された。調査時点の採取量以上のタケの利用は、将来のタケの個体数を減少させることにな

ることが示されたにのだから、調査時点の採取量を超えてタケを採りすぎない配慮やしくみづく

りが必要である。⑥タケ類の更新適地に関する研究において、調査地に出現したタケ類3種の更新

敵地を示すことに成功した。 

 

（２） 循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益の相互関係に関する研究 

①  モシュエ村・Ｓ村は、それぞれバゴー山地の里山山村・奥山農村と位置づけられる。モシュエ村落

区の9カ村は、バゴー山地北端の丘陵地にあり、家々は谷間に集まり、水田や畑地に囲まれている。

調査の結果、循環型農業地域での森林資源の持続性と地域社会の便益をはかるには、住民の土地保

有が鍵となることが示された。周辺村落の多くの土地なし住民がモシュエ村落区に移住し、そのう

ち土地を購入する資金のない者は、賃労働とともに、収入のより良い森林資源採集に従事する。最

も良い収入源が木材である限り、森林劣化は避けられない状況であることが分かった。住民は農地

のうち、水田を重視し、水稲は収量や食味で陸稲にまさるため、商品作物栽培や賃労働の収入で米

を買うよりも、自家の水田で米を自給する方が好まれる傾向が見られた。近年、ミャンマーでは、

最初の土地法を整備するための土地利用政策が発表され、住民の土地保有も言及されている。特に

水田は土地保有を認められる可能性が高く、住民による水田保有のこだわりの一因となっている。

この「水田アグロフォレストリー」が、長期的な森林資源の持続性と地域社会の便益を確保する現

実的なシナリオと考えられた。 

②  バゴー山地のＳ村では2014年からは住民林業（community forestry）が導入され、いまではほとん

どの世帯が住民林業の登録を望んでいることが分かった。住民林業の法的根拠は、1995年住民林業

令である。5世帯以上で構成されるユーザーグループが、住民林業の登録手続きをすれば、30年間

の森林利用が認められる。Ｓ村では親族間で5世帯のユーザーグループを作り、住民林業登録を申

請する。実質的には個別世帯の林地となる。Ｓ村での調査の結果、現在、38ヘクタール（39筆）の

住民林業が認可済で、その平均面積は0.8ヘクタール（0.4～1.6ヘクタール）であることが分かっ

た。さらに800ヘクタールの住民林業申請を準備中である。Ｓ村の底地は国有指定林である。しか

し地上部にカレン領域が設定されている。その中で最近になって住民林業が認められた。こうした

重層性は外部からの土地収奪に対して抵抗性があることが知られている。現在、普及しつつある住

民林業は、指定林・カレン領域・住民林業という3層の構造が、国有林内での住民の林野利用とい

う土地利用・保有の重層性をうまく追認していると考えられる。外部からの土地収奪のリスクをな

くす一方で、個々のユーザーグループは休閑地を造林地として確保している。外部からの土地収奪

を抑制し、内部での重層的な利用保有関係を追認維持する「あいまいさ」を確保しながら調整する

仕組みとなっていることが判明した。 

③  住民林業では、焼畑の休閑地が毎年次々と「チーク林」になってゆくので10年もたてばこれまでの

焼畑休閑地のすべてが造林地となってしまう。日本で「林業前期作型」と呼ばれたと焼畑造林であ

る。こうした経緯を経て、21世紀のバゴー山地では、非農就労と谷内田とチーク林経営とを組み合

わせた農家林業が出現する可能もある。それはすでに隣接する北部タイで実現している景観であ

る。「生物多様性・温暖化対策」はこうした経済発展に合わせた森林推移を後押しすることに役立

つ可能性が大きいが、土地収奪などのリスクをできるだけ抑制するように留意する必要がある。 
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（４）土地生産力や森林資源の時空間的変動が地域社会の便益に及ぼす影響 

① 時空間的な土地利用変化の解明 

モシュエ地区25kmｘ25kmを分析対象地として森林分布の動態を1989,1999,2016年のLANDSAT衛星デ

ータにより調べた。その際、参照データとしてWorldView-2、SPOT、Google Earthを用いた。この地域

の特徴としてはタケ林が広範に分布しており、タケの森林内への侵入は森林劣化の要因であると同時

に、地域の重要な経済資源ともなっている。 

そこで、タケ林に注目しながら3時点の土地利用変化を調べ、時系列的な面積変動を表したのが表

(4)-1である。 

 

表(4)-1 土地利用区分別の面積(km2) 

区分 1989/1/16 1999/12/30 2016/2/4 

A. タケ林・タケ優占林 18.1 15.9 77.7 

B. タケと樹木の混交林 386.0 484.4 257.5 

C. 森林・樹木優占林 183.9 67.3 172.9 

D. 農地・裸地 32.6 53.0 72.8 

E. 水域 5.3 4.8 3.9 

F. その他 0.3 0.7 41.9 

合計 626.2 626.2 626.8 

 

表(4)-1から明らかになったことは、A. 農地・裸地は各時点間で増加しているものの20km2ずつと大

きな増加ではない。大きく変動しているのはB.タケと樹木の混交林とC.森林・樹木優占林である。1980

年代、1990年代はバゴー山地の特産であるチーク材の伐採、植栽、それに伴う天然林内の商用樹種が木

材公社、森林局により伐採されていた時期になる。 

 1990年代は大規模な択抜による木材生産のためC.森林・樹木優占林の減少が著しく、択抜後のギャッ

プへのタケの侵入によるB.タケと樹木の混交林の増加が見られる。また、ミャンマーでは用材利用が

4.3百万 m3であるのに対し、薪炭材利用が38.3百万 m3と需要が大きいことから、人口増加がその地域

に森林劣化に拍車を掛ける構図になっている。2000年に入るとB.タケと樹木の混交林はチーク植林な

どが進みC.森林・樹木優占林は増加に移行する森林と、さらに劣化が進みA.タケ林・タケ優占林に移行

するグループに分かれる。 

 

② 社会経済調査 

住民の半数は農地を保有せず、他の農家の手伝いや非農業収入、タケの採取（タケノコ、タケ材）

に従事していることが分かった。また、調査では明らかにならないものの、現地踏破から違法伐採が

多く見られた。 

 

③ 住民の便益と生物多様性の関係を視覚的に評価 

各森林タイプの樹木の胸高直径と樹高のGini指数を2次元座標に配置させると、0.2～0.3あたりに種

数の多い森林が集まることが分かる。ここでは示してないが、バイオマスとGini指数の関係を見ると、

右上には大径木と小径木からなる直径と樹高にバラツキのあるバイオマスの大きな森林が位置し、同

様に手入れされたチーク植林のように、直径、樹高にバラツキがなくバイオマスが大きな森林が集ま

る。そして、中央部には樹種数は多いもののバイオマスの小さな森林が位置する。これらの森林はタケ

の混交率も高い。 

図(4)-1でも、違法伐採などで本数の少なくなったチーク植林地に天然更新で在来種が侵入し、結果

的に樹種数が多い森林が中央部に位置する。右上と左下に住民の便益とは関係ない森林が位置し、中央

部に住民の便益と生物多様性に富む森林が位置する。 

このように、Gini指数から相対的にではあるが、セーフガードに相当する2つの項目を数値的に表現

することが可能であることが分かった。 

 

④ まとめ 

サブテーマ（4）の研究で得られた成果をまとめたのが、図(4)-2である。社会経済調査から生計維持

のために森林内へアクセスせざるを得ないグループは、土地無し住民であることが分かった。違法伐

採・タケ材の採取が中心であり、政府のチーク植林の拡大策によるタケ林の減少、余剰農地のない地域

へ新規移住者の流入といったことが、タケ資源の過剰利用を促している。 
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今回の調査では劣化した森林は管理されたチーク林や大径木を含む二次林に比べ、樹木のバイオマ

スは劣るものの、樹種数やタケを含めたバイオマスという点では、他の森林タイプに比べ優位にあるこ

とが明らかになった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）総合考察 

ミャンマーの森林減少率は東南アジア諸国に於いてトップクラスであり、いまだに自然林の減少率

は緩和されない。特にバゴー山地を含む中央平原において森林劣化・減少は極めて深刻である。本課題

を進めるにあたり、当該地域の森林減少・劣化の主要因が以下に述べる社会的背景に強く絡んでいるこ

とが分かった。即ち、発端は1970年代の政府系・林業開発公社による天然チークを主体とした大規模商

業伐採であるが、その際の施業とその後の荒廃地への植林活動の推進のために、農山村地域に労働力

（者）が大量投入され、その結果、林業就労者が農山村に留まり（取り残され）、人口が急激に増加し

たこと、さらに、移住による土地無し農と土着の農民、焼畑農民などが混在し、薪炭材や建材などの違

法伐採をはじめとする森林資源への強烈なインパクトが誘発しため、今日まで森林資源が「食いつぶさ

れ」奥山への森林侵食が進んだことが背景にあることが判明した。このことは、衛星画像の解析などに

より、バゴー山地域の森林が中央平原から山地側に消失し続けてきていること、また隣接するシャン州

などでも同様の傾向をとらえることができたことからも明らかになった（サブテーマ1，3，4）。森林

図(4)-1 Gini指数と森林タイプ 

図(4)-2 サブテーマ(4)成果のまとめ 
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減少・劣化のドライバーが複雑に絡むこうした状況（図(4)-2）をミャンマー政府も深刻にうけとめて

おり、住民林業やチークの大規模植林などを国家プロジェクトとして推進しているが、途上国の森林衰

退の根本的課題である「貧困」対策としての農村開発（住民便益の保証）への足がかりが見えねば一向

に解決の糸口が見えない。そこで本研究では、地域住民の生活水準向上に繋がる幾つかの指標について

調査・分析したところ、住民への土地利用権の付与の効果やタケに代表される非木材資源の確保が一定

の効果をもたらすことがわかった（サブテーマ2，4）。土地利用権の付与については隣国であるラオス

では利用権の転売などにより逆効果が顕在化しているが、本課題の調査対象地のようにトップダウン

的なガバナンスと住民林業などの「合わせ技」により、こうした負の影響も最小限に食い止めることが

出来る可能性があることがわかった。一方、森林からのタケ採取は図(4)-2で示したように過剰採取に

よるタケ個体群の衰退の可能性も考えられたため、採取圧との関連から個体群動態モデルで将来予測

したところ、現在の採取圧であればタケそのものが衰退する可能性は極めて低い事を示す結果が得ら

れた（サブテーマ1）。とはいえ、タケと森林構成種との多様性には負の相関が認められたことから、

生物多様性保全の視点からタケの優占度を考慮に入れた森林管理のチューニングが重要であることが

分かった。住民による林産物の里山的利用管理につては住民意識として深く根付いているため、二次林

保全という視点からの生物多様性の保全活動を推進できる素地は十分にあると考えられた。しかしな

がら、人口増と薪炭材の供給量の確保という点からみれば、二次林の面積は不十分でその確保に当たっ

ては、自然林の拡大などの対策が喫緊の課題であることが判明した。土地利用権の付与施の実施とフォ

ローアップ、タケの経済効果の再評価などと共に、これらの点について、カウンターパートであるミャ

ンマー森林局に具申した。現在、JICAによる当該地域でのREDD＋のプロジェクトが検討中であり、本研

究で提示した項目が住民便益と森林保全のバランスを取る上での指標として利用されることが期待さ

れる。 

 

５．本研究により得られた主な成果  

（１）科学的意義 

サブテーマ（1）では、以下の5点の成果があった。（1）従来、道路は生態系に対して負の影響を

与えることがよく知られていたが、住民や森林管理官らによる違法伐採の相互監視という点から、道

路が生態系に対して正の影響を与えることがわかった。（2）住民とって重要な林産物であるタケが

森林生態系の生物多様性に対して負の影響を持つことを明らかにすることができた。（3）ミャンマ

ーの典型的な農山村域周辺の森林を調査し、その森林を6つの森林タイプに分類することができた。

さらにこの森林タイプのうち、どれか一つが優占すれば住民便益と生物多様性を含めた生態系サービ

ス機能を向上させられるのではなく、これら森林タイプのモザイク性を維持させることが住民便益と

生物多様性を含めた生態系サービス機能にとって重要であることを世界で初めて明らかにした。

（4）今まで不明であったミャンマー・バゴー地区の森林に優占する3種のタケ、Cephalostachyum 

pergracile, Bambusa polymorpha, Dinochloa macllelandiiの更新特性を明らかにした。（5）これ

らのタケ類は現在の利用圧下では持続的に利用されうることがわかったが、今より利用圧が上がると

持続性が担保できないことも示された。ミャンマー・バゴー地区の人口増加を考えると、今後、タケ

の利用圧が上昇することが予想され、タケ類の適正管理が将来にわたり、より重要になることが明ら

かとなった。 

サブテーマ（2）の科学的な成果は次のとおりである。市場経済下での農山村発展を目指すミャン

マーで、その基盤となる小農土地保有の合法化がすすめられ、同時に住民主体の地方分権的な森林資

源管理への移行を目指して「住民林業」が推進されている。本研究では、その中で重要となる「生物

多様性と地域社会の相乗便益」を調査村の事例で実証的に明らかにすることができた。とくに林野利

用権の重層的構造が外部からの土地収奪に抵抗性を持ち、モザイク状の植生が残されることで「生物

多様性と地域社会の相乗便益」に寄与することを明らかにした。 

 サブテーマ（4）では次の科学的な成果があった。セーフガードについてREDD＋では報告様式を決

めただけで、実際に環境保全活動の中でどのように評価するのか科学的に裏付けされた基準の提案が

なされていなかった。サブテーマ（4）では森林構造の複雑さを直径と樹高の2つのGini指数で表現

し、それと炭素固定量を示すバイオマス、樹種数との関係を明らかにした。これにより、熱帯林の林

分構造と人為インパクトの関係を指数として表現できるようにし、セーフガードを改善するのにどの

ような環境保全アプローチが望ましいかを、定量的に表現できるアプローチを示した。 

 

（２） 環境政策への貢献 

①  本研究の成果はREDD＋をミャンマーなどのような森林劣化が深刻化する地域で、住民便益を確保



 4-1404 -viii 

しながら炭素貯留量を担保する上で、重要な指針になり得る。 

②  REDD＋実施において森林保全地域を指定する際のリーケッジ抑止策に資することが出来る。 

③  熱帯林の保全について生物多様性保全の観点からこれに矛盾・拮抗しない形での森林炭素貯留量

保全策を提案することが出来る。 

④  ミャンマー政府からの要請により、2015年6月にミャンマーで開催された国際会議(ASEAN Social 

Forestry Network)で世帯・村落ベースでの生物多様性保全（持続的な森林資源利用）と地域社会

便益の実現するための具体的な指標を提案・公表し、ミャンマー及び周辺国でのセーフガードに

配慮したREDD＋の制度設計の推進に貢献した。 

⑤  ラオスで行われた自然エネルギーに関する国際シンポジウム（JST及びラオスエネルギー省主催、

2016年11月）で研究成果を発表し、ラオスおよびASEAN諸国の森林資源の保全と住民便益について

の指標探索についてのデータ取得法、分析方法、森林資源保護の視点から土地利用のモザイク性

の重要性について紹介および今後のネットワーク形成に貢献した。 

⑥  2017年2月10日にネピドーで開催された途上国森林劣化対策整備事業のワークショップ（林野庁

海外林業協力室が主催）に参加し、ミャンマー政府森林局長、日本の林野庁協力室長が参加のも

とに、本研究成果の成果を発表し、地元政府に住民便益確保のための具体的な指標を提示した。 

⑦  JCM対象国を招待したREDD＋ワークショップ（2016年7月14，15日の環境省主催）において、本課

題の成果を元に農村開発という視点からREDD＋事業の意義趣について発表を行い、参加国の代表

団から強い関心と反響を得ることが出来た。 

 

＜行政が既に活用した成果＞ 

①  林野庁による「REDD＋推進民間活動支援事業」、森林総研REDD＋推進委員会などの評価委員

会、検討委員会において途上国におけるREDD＋セーフガードで謳われている生物多様性や住民

便益を担保するためにどのような配慮事項があるかについてインプットを行い、Safeguard 

Information Systemの作成などに協力・貢献した。 

②  本研究の成果が、ミャンマーの中央平原（バゴー地区）でのJICA業務委託でのJCM-REDD＋フィ

ージビリティ・スタディでのバゴーヨマの調査へとつながった、今後当該地での、JCMで-REDD

＋事業の可能性の探索に貢献した。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

①  住民の便益、生物多様性への配慮について、森林保全政策の中で具体的に何をすべきか曖昧で

あった。本研究では視覚的、定量的に住民の便益や生物多様性の状況を表現する指標を開発で

きた。これにより、REDD＋の実施に際しセーフガードに配慮しながら森林保全活動を実施して

いるかどうかを評価することが可能となった。今後、REDD＋活動における排出削減分を我が国

の削減目標に組み入れる際にも、REDD＋によるクレジットが環境十分性に基づいているか否か

を、政策担当者が定量的に評価する手法として活用できる。また、セーフガードに基づく形で

のREDD＋の設計、実施方法についても、具体的なフローの形で示すことができた。これらは

REDD＋のガイダンス作成を進める上で、汎用性の高い評価手法として採用される可能性があ

る。 

②  本研究が示した調査アプローチは今後地元の研究機関に日本からのNGO、JICAなどが技術支援を

実施する上でパイロットプログラムとなり得る。 

③  SDG（Sustainable Development Goals）で掲げる目標項目、特に17の森林保全に関する目標に

ついて具体的な指針を与える素地を構築した。 

④  REDD＋のセーフガードの2大項目である「生物多様性の保全」と「地域住民の便益」のバランス

について具体的な指標を示すことが出来る。とりわけ調査対象地のような農山村地域におい

て、住民便益を担保できるような非林産物生産の持続性と農村集落近隣域での森林構成種や野

生動物の生物多様性とのバランスを考慮する上でのモデルとなりうる。 
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6) 奥田敏統 二項対立回避へのアプローチ－農地開発に伴う生態系劣化と甦生－ 奥田敏統（編）

pp. 169-197 文一総合出版、東京、(2017) 

7) 奥田敏統 熱帯地域における生物多様性保全と地域社会便益のシナジー ― REDD＋運用に当た

っての課題 －海外の森林と林業 98：3-7 (2017) 

 

（２）主な口頭発表（学会等） 

1) 山田俊弘：第62回日本生態学会全国大会（2015） 

「選択伐採が森林生態系に及ぼす長期的な影響」 

（第4回日本生態学会大島賞受賞講演） 

2) 志摩兼、奥田敏統、Saw Leng Guan、山田俊弘：第 26 回日本熱帯生態学会年次大会 （2016） 

「マレーシアパソ保護林における選択伐採後の樹木種多様性の動態」 

（第 26 回日本熱帯生態学会優秀ポスター賞受賞） 

3) 上田健太、大重千宏、小林美月、堀金司、山田俊弘、奥田敏統、Ei Ei hlaing：日本生態学会第 64

回全国大会（2017） 

「 ミ ャ ン マ ー 農 山 村 で 高 頻 度 に 利 用 さ れ る タ ケ （ Bambusa polymorpha と Cephalostachyum 

pergracile）の個体群動態と持続可能性」 

（第 64 回日本生態学会大会ポスター賞 優秀賞受賞） 

その他、47の口頭発表を行った。 
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Cephalostachyum pergracile   

Bambusa polymorpha   

Dinochloa macllelandii   







Scientific Name English Name 
Average 

mass kg  

Change in population 
size 

Activity 
Time 

Habitat Eating 
INCU  

Category 

Ursus thibetanus Asian Black Bare 130.0 decrease (1/2)  nocturnal ground omnivorous VU 

Catopuma temminckii Asian Golden Cat 1.30 decrease (1/2) diurnal ground meat-eating - 

Ratufa bicolor Black Giant Squirrel 1.50 decrease (1/2) diurnal arboreal grass-eating NT 

Caoricornis rubidus Burmese Red Serow 112.5 decrease (1/2) diurnal ground grass-eating - 

Manis javanica Sunda Pangolin 7.00 decrease (1/2) nocturnal underground meat-eating EN 

Tupaia glis Common Treeshrew 0.14 no change  diurnal ground omnivorous - 

Trachypithecus hatinhensis Dusky Langur 7.40 decrease (1/2) diurnal arboreal omnivorous - 

Hystrix brachyura East Asian Porcupine 9.00 decrease (1/2) nocturnal ground grass-eating - 

Prionailurus viverrinus Fishing Cat 9.00 decrease (1/2) nocturnal water-side meat-eating EN 

Canis aureus Golden Jackal 10.0 decrease (1/2) nocturnal ground meat-eating - 

Hoolock hoolock Hoolock 9.0 decrease (1/2) diurnal arboreal grass-eating EN 

Petaurista pgilippensis 
Indian Giant 

Flying Squirrel 
0.40  decrease (1/2) nocturnal arboreal grass-eating - 

Viverra zibetha Large Indian Civet 8.50 decrease (1/2) nocturnal ground omnivorous NT 

Prionailurus bengalensis Leopard Cat 9.00  decrease (1/2) nocturnal ground meat-eating - 

Macaca fascicularis Long tailed Macaque  3.25 decrease (1/2) diurnal arboreal omnivorous - 

Pardofelis marmorata Marbled Cat 3.50 decrease (1/2) nocturnal arboreal meat-eating VU 

Nycticebus coucang Senda Slow Loris 1.50 decrease (1/2) nocturnal arboreal omnivorous - 

Sundasciurus tenuis Slender Squirrel 0.09  no change diurnal arboreal omnivorous - 

Herpestes javanicus Small Asian Mongoose 0.75 no change diurnal ground meat-eating - 

Capricornis sumatraensis  Sumatran Serow 112.5 decrease (1/2) diurnal ground grass-eating - 

Ratutus tanezumi Tanezumi rat 0.055  
Increase 

Less than 2times  
nocturnal ground omnivorous - 

Tamiops mcclellandii Western Striped Squirrel 0.09 no change diurnal arboreal omnivorous - 

Sus scrofa Wild boar 67.50 decrease (1/10)  nocturnal ground omnivorous - 
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 [Abstract] 
 

Key Words: Tropical forest, Deforestation and forest degradation, Local benefit, Trade off 

relationship, Biodiversity  

 

Efforts to reduce CO2 emissions from deforestation and forest degradation (REDD+) are 

expected to provide long-term incentives to conserve forest resources in developing 

countries. Nevertheless, forest conservation highlighting carbon sequestration and other 

intangible benefits (e.g., biodiversity) sometimes conflicts with local economic activities, 

and no quantitative indicators have been proposed to help manage the conflicts.  

We conducted a research project in the northern part of the Bago Region of 

Myanmar from 2014 to 2016 with the aim of better balancing the co-benefits of forest use 

for both local people and biodiversity/carbon stocks. We identified some prospective 

indicators that could predict an optimal balance of forest uses that mitigates the conflicts 

between local benefits, and forest resources (biodiversity and carbon stocks).  

Illegal timber extraction by locals is a key issue in the study area. Although 

regulating timber extraction suppresses the supply of fuelwood and herbaceous plants to 

villagers, negative effects can be alleviated by reserving some forest edge vegetation for 

community use or by introducing a land tenure system. We found these remediation 

activities also alleviated further forest degradation by reducing encroachment by cropland 

while sustaining the use of non-timber forest products. Nevertheless, the large demand for 

fuelwood by locals cannot be met only by introducing simple rules aimed at reducing or 

restricting local access. We suggest a fundamental land-use plan (e.g., a “community 

forest”) that incorporates population and economic growth as well as a long-term energy 

supply.   

Introduction of REDD+ activities could potentially counteract any reduction of 
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local incomes caused by the conservation of forest carbon/biodiversity, but it will not 

overcome all long-term economic losses. In this respect, we focused on the development 

of non-timber products (e.g., bamboo) that can mitigate economic losses. At the study site, 

bamboo is an important livelihood resource, and biodiversity can be improved by 

encouraging the growth of timber species and introducing proper forest management of 

bamboo and other forest species. Maintaining minimum harvests with the introduction of 

wood-processing technology that can add supplemental value to raw bamboo materials 

will improve the living standards of the local community, encourage forest regeneration, 

and consequently avoid additional excessive extraction of forest resources. Using options 

that consider the multiple aspects of forest ecosystems will facilitate the success of carbon 

offset programs in developing areas. 
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